令和元年度 第３回 県央地区福祉有償運送市町村共同運営協議会　会議記録
日　時　令和２年２月６日(金)　午後２時から午後４時まで
会　場　座間市立総合福祉センター（サニープレイス）３階　多目的室
出席者　協議会委員１９人（内３名代理出席）

阿部　正信（会長）　二ノ宮　要子（副会長）
・千葉　八重子　・小島　重夫　　・岩澤　孝　　　・今福　秀雄　　
・大川　梅子　　・小島　伸元　　・佐藤　哲也　　・中島　千加子　
・山上　秀樹　　・高瀬　紀之　　・平田　勝彦　　・猿渡　達明　　
・河村　尚子　　・我妻　亮二（代理）　・田中　光（代理）
・島津　淳　　　・神野　弘志（代理）

１　開会：事務局（座間市福祉長寿課）
○ 資料の確認

○ 委員紹介（委員改選に伴う紹介）
○ 委員27人中、19人の出席により過半数を超えているため、会議の成立を確認
○ 会長あいさつ
○ 一般傍聴者　0人
２　議題　

（１）令和元年度正副会長の選出について　

○ 要綱第6条の規定により、以後の議長は阿部正信会長
○ 副会長：松本信之（綾瀬市）に代わり二ノ宮要子（綾瀬市）を選出
（２）実施主体からの申請書に対する協議
　　（新規申請1件）

　　①特定非営利活動法人　おでかけ綾瀬
　　○資料１により、綾瀬市担当者から新規申請概要について説明

　　－質疑－
· 特定非営利活動法人おでかけ綾瀬は福祉有償運送のみ行っているのか。他の事業を行っているのであれば伺いたい。また、福祉有償運送を定款に記載してあるか併せて伺いたい。（学識経験者）
－回答－
定款の中に・福祉有償運送を記載しており、市にも報告しています。また福祉有償運送以外には福祉団体の交流活動等を行っています。（実施主体）
· 旅客から収受する対価で、待機料金、添乗・介助料金は事業所により料金にばらつきがあるため内容について伺いたい。（学識経験者）
　　－回答－
　　　利用者を自宅から病院等へ連れていき、帰りも自宅まで送る際に、病院で待機している時間や、車両乗降時の介助等を行います。（実施主体）
· 利用会員予定者数３人に対して、運転者人数が１４人と多いが、利用者と運転手のバランスについて伺いたい。（学識経験者）
　　－回答－
　　　新規事業のため、現在は３人ですが、ケアマネージャー団体等に周知を行い、利用者を募っています。（実施主体）
· 使用車両台数で福祉車両２台、セダン型１１台とあるが、車両の年式・整備状況について伺いたい。（学識経験者）
－回答－
　　　年式までは確認できていないが、各車両の車検証は確認しています。１０年程度前の車両はあります。（実施主体）
· 運転者人数１４人の内、７５歳以上の方はいるか。また、運転手の健康診断の実施状況について伺いたい。（学識経験者）
－回答－
　　　７５歳未満の方を運転手としています。健康診断の実施状況については今後確認に努めます。（実施主体）
· 運行管理、整備体制について、運転手の点呼はどのように行っていいるか伺いたい。（学識経験者）
　　－回答－
　　　事業開始するにあたり、運転前に健康状態を確認し、事故を防ぐよう努めます。（実施主体）
　　→八王子や多摩の移動支援のＮＰＯ法人では運転前点呼を必ず行っています。運転前点呼について、関東運輸支局の方に話を伺ってもよろしいでしょうか。（学識経験者）
　　→運行管理の話になりますが、根拠となる法令があり、道路運送法第７９条の４第１項や、第６号、施工規則第５１条の１７、第５１条の２０で規定されています。この法律が何を指しているかというと、運行の前の運転手の健康状態や、運転が適される状態かどうかを運行管理者が確認することが規定されています。例を挙げると公共交通機関の緑ナンバーを付けている事業所には点呼が義務付けられています。ついては、事業を開始するにあたり、運行管理者は運転手の状態を把握していただきたいと思います。
　　　また、施工規則第５１条の１７で何が規定されているかというと、業務日報をつけなければならないと規定しています。運転手１日の業務記録をつけ、１年間の保存が義務付けられています。このような点にも気を付けていただき運転手の安全確保をしていただきたい。（関東運輸局職員）
　　→現在、ＮＰＯ等が非営利な事業を担っていくにあたり、様々な話し合いを進めている現状であります。ＮＰＯ法人　おでかけ綾瀬は事務所をもたない事業所であり、代表者の自宅を事務所としています。そのようなＮＰＯ団体は他にも多くあり、事務所に運転手全員が集まってから、出発していくわけではありません。ついては、運転手１人１人が事業所に集まり点呼をとることはできません。しかし、運転手の健康状態等を確認することは必須であり、運行管理者と運転手間で電話や、メール等での確認は欠かさず行っています。どのＮＰＯ団体も運転手が業務を終えた際には、運行管理者に報告していますし、１日の業務報告書も提出しています。福祉有償運送はＮＰＯ団体等が非営利な事業として行っているところを、バス、タクシーのような形で締め付けてしまうと、事業としてできなくなるケースが多くあります。現在までＮＰＯ等が福祉有償運送を行ってきた中で、義務付けられている内容を行わないといった不備等は聞いていないため、今後も現状の形で続けさせていただきたい。
　　　今回申請のあった、ＮＰＯ法人　おでかけ綾瀬は新規事業のため、今後健康診断を行い、運転手の健康状態を確認することは必要でありますが、点呼を運行管理者と運転手が対面で行わなくてもよいと福祉有償運送では規定されているため、ご理解をいただきたい。（実施団体）
　　→福祉有償運送の実態はわかります。現在、インターネット等が発達しているため、携帯電話等で運転手の点呼、業務日報の報告については必ず行っていただきたい。（学識経験者）
　　－協議成立－
　　（更新申請２件）

　　①社会福祉法人　海老名市社会福祉協議会
　　○資料２により、海老名市担当者から更新申請概要について説明

　　－質疑－
· ドライブレコーダーが事故時には非常に有効だが、事故時の対応はどのようにしているか伺いたい。（学識経験者）
　　－回答－
　　　重大な事故は事業開始時から１件もありません。ドライブレコーダーについては持込車両が多いため、今年度よりドライブレコーダーを貸出する事業を行っています。（実施主体）
· 車両がすべて持込のセダンであるが、持込車両の中に福祉車両はあるか伺いたい。また、車いす使用者の場合、車いすのまま乗りたい等の要望はあるのか伺いたい。（実施団体）
　　－回答－
　　　福祉車両はありません。車いすのまま乗りたいという場合は、お断りさせていただいています。（実施主体）
　　→利用者１２５名の中に車いすのまま乗りたい方はいないということですか。（実施団体）
　　→車いすのままという方はいません。（実施主体）
　　→介助して乗せる方はいますか。（実施団体）

　　→車いす利用者はいますが、車いすを自力で下りて乗車していただいています。（実施主体）
· 運送の対価について前回更新時から変更はありましたか。（関東運輸局職員）
　　－回答－
前回から変更ありません。（実施主体）
　　→令和２年２月１日から一般のタクシーの運賃が変更になりました。福祉有償運送の規定では運送の対価の上限の概ね１／２の範囲内となっているが、料金設定はどのようにしているか伺いたい。（関東運輸局職員）
　　→対価については、消費税増税を含め検討課題ではありますが、運転手から対価に関する質問はありませんし、運転手は有償のドライバーとの考えを持って当事業にご尽力されているため、記載のある金額から変更はしていません。（実施主体）

　　→令和２年２月１日以降１．２㎞５００円が初乗りの金額になりますが、この料金改定も参考にした上での変更なしという解釈でよろしいですか。（関東運輸局職員）
　　→はい。（実施主体）

· 旅客の範囲について、旅客名簿の運送を必要とする理由のところで、イ・ロ・ハ・ニとあるが、「ニ」の部分は「その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害、その他の障害を有する者」と規定しているが、どのような利用者を乗せているか把握したいため、どのような症状がでているのか備考欄に記載していただけないか。
ついては、「ニ」の方は３４人いるが、「ニ」の項目を選ばれる時には、症状をみて選ばれていると思いますので、事務所には利用者の情報が管理されていますか。（関東運輸局職員）
　　－回答－
　　→はい。管理しています。（実施主体）

　　→委員の方に伺いたいのですが、協議会を開催する上で、旅客の名簿について「ニ」の方の具体的な症状が備考欄に記載されていた方が参考になりますでしょうか。（関東運輸局職員）
　　→個人情報保護について問題ないのか。（会長）
　　→その点も踏まえて伺いたい。福祉有償運送はどなたでも乗せられる制度ではないため、関東運輸局の立場からすると運送の安全を第一に考えています。仮に名簿に記載のない方を乗せたり、「ニ」に記載のある方が実は健常者だったりした場合で事故が起こってしまうと福祉有償運送制度の利用者把握の脆弱性がでてしまうため、備考欄に具体的症状を記載していただきたい。（関東運輸局職員）
　　→運送を必要とする理由でイ・ロ・ハ・ニと記載があるのにも関わらず、それ以上に記載する必要があるのか。（市町村職員）
　　→書かなければならないという法律なのか伺いたい。（会長）
　　→書かなければならないといった規定はありません。（関東運輸局職員）
　　→「ニ」の部分は「その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害、その他の障害を有する者」となっています。その他については、実施主体の判断に任されてきました。実施主体の立場からすると、困っている方、要するに健常者が誰でも利用できるとは捉えていません。利用者がどのような状況で困っているのか把握し、的確にコーディネートしています。例えば障害者手帳をもっていない、介護認定・要支援認定を受けていない、肢体不自由等は確認できるが、内部障害、精神障害については、外から見てもわからない場合があります。その時にコーディネートをさせていただき実施主体の判断で利用していただいているのが現状です。
　　　関東運輸局が言っている健常者を乗せていないかの懸念を持つことへの理解はできますので、利用者をコーディネートする際に、実施主体はどのような判断で利用者として登録したというように書ける範囲で簡単に示すことはできます。しかし、具体的な症状等詳細なところまで記載しなければならないとなると、事務処理等が増え、福祉有償運送を行っている事業所が撤退するといったことにもなりかねないため、それを防ぐために実施主体はわかる範囲で簡潔に関東運輸局に報告するような形はいかがでしょうか。（実施団体）
　　→東京都の運営協議会では備考欄はすべて空欄になっているため、書くとすれば何処まで書けばよいのか。口答でのやり取りではいけないのか。（学識経験者）
　　→運営協議会であれば実施主体、市町村担当者が口答で委員の皆様に報告し、承認を得られれば問題ありませんが、その後の書類を整理する上で、運送の安全を確保するといった観点から提出の際には、備考欄に症状を明記していただきたい。申請書が外部にでることはないため、個人情報が漏れるといったことはありません。
　　　また、記載方法になりますが、詳細に書いていただきたい訳ではなく、例えば精神障害者の方でしたら「精神」、「精２」のように書いていただけたらと思います。（関東運輸局職員）
　　→確認ですが、申請時の話であって、運営協議会では必要ないということですね。（学識経験者）
　　→はい。実施主体には申請時にお願いしています。（関東運輸局職員）
　　→例えば、発達障害の方については精神障害とは別に分類されています。そういった場合は診断書が必要ということですか。（学識経験者）
　　→診断書は方法の一つであり、精神障害等を客観的に認められる方法であればよく、例えば、保健所のチェックシート等で判断し、利用者ごとに福祉車両が必要な方なのか、必要ではないのか等、安全確保をしていただきたい。（関東運輸局職員）
　　→それは難しいと考えます。手帳を持っていない方達は当事者団体の説明を実施主体が運輸局に説明する形をとらなければいけないと思います。（学識経験者）

　　→障害者でも様々な種類があり、自立支援医療を受けているのであれば、診断書がでます。また、障害者総合支援法を利用していても診断書はでます。しかし、発達障害の場合は診断書がとりにくいですし、その時の状況で状態が変わります。見た目で判断することは難しく、障害者をその他で一括りにするのではなく、「ニ」の部分を細分化すればよろしいかと思います。また障害が重複している方も多くいるため、どの症状が最も強いのか等を記載できればわかりやすくなると思います。（利用者の代表）
　　→この議論は関東運輸局からの要請ということで、ここで決めなくてもよろしいのではないでしょうか。（会長）
　　→はい。あくまで要請です。「ニ」の方の診断書やチェックシート等を紙媒体で提出していただきたいのではなく、市役所と実施主体が公共交通を利用することが難しい利用者の状況を把握し、福祉有償運送を利用していることが口頭で確認できればいいので、ご協力いただきたいと思います。（関東運輸局職員）
　　→要請がありましたが、利用者の中には障害等の認定を受けていない方も多くいます。そのような方も対象として考えた時に、福祉有償運送のサービスを提供することは必要と考えます。あくまでも障害や介護の認定を受けたからといって、福祉車両を使えるか否かという判断だけの材料にはならないことをご理解いただきたいです。（実施主体）
　　→また別の形で要請ということであれば、行政を経由し行っていただければと思います。ここでは、更新申請のあった協議に移ります。（会長）

　　－協議成立－
②社会福祉法人　清川村社会福祉協議会
　　○資料３により、清川村担当者から更新申請概要について説明

　　－質疑なし－
　　－協議成立－

　　③特定非営利活動法人 ワーカーズ・コレクティブ　どり～む
　　○資料４により、海老名市担当者から対価の変更申請概要について説明
　　－質疑－
· 乗降介助に関する部分は自宅の中で利用者を着替えさせたりすることも含まれるのか伺いたい。（学識経験者）

　　－回答－
　　　着替え等についても介助料に含まれます。（実施主体）
　　－協議成立－
（３）福祉有償運送運営状況等の報告（軽微な変更1件を含む）
① 福祉クラブ生活協同組合
· 資料５により、実施主体が説明
　－質疑なし-

３．その他
（１）道路運送法改正に向けた自家用有償運送旅客制度に関する要請書等について
· 資料６・７に基づき、学識経験者、実施団体が説明
· 資料８・９に基づき、学識経験者、関東運輸局職員が説明
　　－質疑なし－
（２）委員の任期について
　　○ 事務局から説明
　　　委員皆様の当運営協議会における任期について、本年の３月末日をもって２年間の任期が満了となります。つきましては、今後、神奈川県及び所管市町村を通じて事務局より、来年度参画について、依頼をさせていただく予定でおりますので、ご承知の程よろしくお願いします。
　　－質疑なし－
（３）次年度事務局について
　　○ 事務局から説明
　　　今年度、当運営協議会の事務局として座間市が担当させていただきましたが、令和２年度については事務局が綾瀬市に移ることになります。
　　－質疑なし－
４．閉会：副会長
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